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能登半島地震及び水害による被災地
への職員派遣 

2024.1 月～11 月@石川県能登地方  
 

災害ボランティア活動支援プロジェクト会議(支援Ｐ)からの

要請と関東甲信越静ブロック都県指定都市社協災害時の

相互協定に基づき、県内社協職員合計 80 名(全 18 クー

ル)が、輪島市・珠洲市・

能登町・内灘町・志賀

町・穴水町・かほく市 7

市町の災害ボランティアセ

ンターにおいて運営支援

を行いました。 

 

     

 

１月の地震被害に加え、9 月の

豪雨災害により、輪島市・珠洲市・

能登町の３市町では災害ボランティ

アセンターによる支援活動が続いてい

ます。現在被災地では、避難所運

営支援や被災者の生活再建に向け

た相談支援など、多岐にわたる業務

に取り組んでいます。 

関東 A ブロックによる職員派遣は

12 月以降も継続することになりまし

た。 

 

茨城県内社協職員 新任・初級研修 
2024.4.18～19 ＠セキショウ・ウェルビーイング福祉会館  

  

 

▼２日目は、牛久市社

協の中村事務局次長、

東海村社協の古市係長

から先輩職員の実践報

告から考える社協の醍醐

味について実践報告があ

りました。 

県社協・事務局長会・職連協の三者共催による、県内社協の新任職員等を対象にした

研修会が開催され、21 名の参加がありました。                                            

▼１日目は、県社協の平間係長から社協の基本理解についての講義、神栖市社協の橘田

事務局長からは、社協の役割と新任職員への期待と題した講義、県社協地域福祉活動アド

バイザーの長谷川幸介さんからは、社協が果たすべき役割と目指す職員像についての講義が

ありました。                                                              

▼市町村社協職員が集まる宿泊での研修は貴重な機会であり、参加者からは職員間での

親睦も深まり有意義な研修であったとの感想も聞かれ、社協職員同士の横のつながりが深め

られました。 



―最終案の提言に向けて現在検討中― 
 

「社会福祉協議会基本要項２０２５」第１次案の概要 

  

 

―職連協会員の皆様誰でも参加できます！― 

職連協那珂支部研修のご案内         
 

 

 

 

 

 

第一次案のポイント 

①社協の使命を明記  

  

②組織特性を追記 

 

 

 

③活動原則を 7つに整理                                                     ④社協の機能を 11項目に整理 

全社協 地域福祉推進委員会では、2023 年 8 月に「基本要項検討委員会」が立ち上がり、全国の社協の現状や

課題、中長期的な社会の変化を見据えながら、これから社協が目指すべき姿を協議し、要項改定に向けた協議が進め

られています。2024 年 3 月に「社協基本要項 2025」第一次案として取りまとめ、全国の社協へ意見照会が実施さ

れ、6 月には全国 3 か所で「基本要項フォーラム」を開催し、多くの意見が寄せられました。今後、2025 年 3 月までに

最終案を決定する予定であり、全国の社協と意見交換を行いながら、最終的な策定に向けて進められています。 

社協は、住民主体の理念に立ち、住民や地域の関係者と「ともに生きる豊かな地域社会づ
くり」を進めます。 

① 住民や地域の関係者による協議体組織   

② 地域の実情に応じた地域福祉を創造する運動体であり、実践する事業体組織  

③ 公共性・公益性の高い民間非営利組織  

④ 市区町村、都道府県・指定都市、全国各段階に設置されている全国ネットワーク 組織  

【新・基本要項】 

①住民ニーズ基本の原則  

②住民活動主体の原則 

 

③民間性の原則 

④公私協働の原則 

⑤専門性の原則 

【基本要項 2025（第一次案）】 

①住民ニーズ基本の原則 

②つながりづくりの原則    

③個別支援と地域づくりの一体的展開の原則 

④民間性の原則 

⑤連携・協働の原則 

⑥専門性の原則 

⑦行政とのパートナーシップの原則 

 

 

 

 「新・基本要項」では社協の機能は

７項目でしたが、社協活動・事業の

広がりを受け，総合相談支援機能・

権利擁護支援機能・災害時等非常

時の支援機能などを新たに追加し

11 項目に整理しています。 

重層的支援体制整備事業など包括的な支援体制構築の取り組みが、全国の各市町村で始まっています。                                                                           

社協基本要項 2025（第一次案）で社協の活動原則として「個別支援と地域づくりの一体的展開の原則」が新た

に加わることが示されています。社協における今後の支援の方向性や地域を基盤としたソーシャルワーク（コミュニティソ

ーシャルワーク）の重要性を学ぶ研修会として実施します。                                            

▼支部連携研修として実施しますので、那珂支部以外の会員の方も奮ってご参加ください。 

▼日 時︓令和７年２月２５日（火）１３︓３０～１６︓００ 

▼場 所：那珂市社会福祉協議会（那珂市役所瓜連支所分庁舎）那珂市瓜連 321 番地 

▼講 師：日本社会事業大学 社会福祉学部 福祉計画学科 教授 菱沼 幹男 氏 

▼内 容：包括的支援体制構築における個別と地域の一体的な支援（コミュニティソーシャル 

ワーク）に関する講義・演習等 

▼参加費：無料 

▼申込み：令和７年２月１７日（月）までに東海村社会福祉協議会へお申込みください 

※ 後日、県内各社協に詳しい開催案内をお送りします 


